
第１３３回加東市議会一般質問 

質問項目は次のとおりです 

 

と き   ９月１７日（木）午前９時３０分～ 

      ９月１８日（金）午前９時３０分～ 

（※２日間にわたり一般質問を行います） 

ところ   加東市役所 議場（５階） 

 

日付 順序 質 問 者 質     問     事     項 

令
和
８
年
９
月
１７
日
（
木
） 

１ 小 川 忠 市 

１ 訪問介護・看護従事者の安全確保とハラスメント対策に

ついて 

２ 身寄りのない高齢者支援を強化する社会福祉法改正への

対応について 

２ 小 紫 泰 良 
１ 気象警報等の制度改正に伴う加東市の災害対応について 

２ 加東市の生成ＡＩの活用について 

３ 藤 尾  潔 

１ 市民病院の経営改善について 

２ ３－５歳児の給食費助成について 

３ 自転車活用推進計画について 

４ 加東市民の読書活動の推進に関する条例制定後の取り組

みについて 

４ 橋 本 匡 史 
１ 部活動の地域展開に向けた課題と今後の対応について 

２ ふるさと納税の受入拡大と戦略的活用について 

５ 廣 畑 貞 一 
１ 県内 No.１を目指す「加東だからこその教育」の取組につ

いて 

６ 田 中 幸 典 

１ 播磨看護専門学校創立５０周年における今後の展望につ

いて 

２ 認知症患者の在宅介護の問題点と入院について 

 

 

 

 

 

 

 



議長の許可 

 

 

（事務局記入欄） 

            午前 

   年  月  日  午後   時  分 受付 

Ｎｏ   

 

令和 ８年 ８月２５日 

 

加東市議会議長 別 府 み ど り  様 

                   

加東市議会議員   小 川 忠 市 

 

一 般 質 問 通 告 書 

 

次のとおり通告します。 

番号 質 問 事 項   （35 字以内） 

１ 訪問介護・看護従事者の安全確保とハラスメント対策について 

２ 
身寄りのない高齢者支援を強化する社会福祉法改正への対応につ

いて 
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【第 1 項目】訪問介護・看護従事者の安全確保とハラスメント対策について 

去る 2026 年 6 月 1 日、埼玉県川口市において、高齢者宅を訪問した介護支援専門

員の女性が、利用者の家族に刃物で殺害されるという極めて痛ましい事件が発生し

た。 

地域福祉の最前線で支援に尽力されていた方が、その支援先で命を奪われたという

今回の事件は、全国の医療・介護従事者に計り知れない衝撃と不安を与えているので

はないかと思う。   

訪問介護や訪問看護、居宅介護支援などは、利用者の生活を支える上で不可欠なサ

ービスである一方、職員が単独で他人の住居に入るという特性上、利用者やその家族

からの暴言、暴力、あるいは過度な要求といったカスタマーハラスメントのリスクに

さらされやすい環境にある。 

「一般社団法人 日本介護支援専門員協会」が 2024 年に実施したハラスメントに関

する調査によれば介護支援専門員の約 34％が過去一年間に言葉の暴力や侮辱、根拠

のないクレーム等のカスハラを受けたと回答している。 

厚生労働省も自治体に対して安全確保の徹底を求める通知を出しており、事業所任

せにせず、行政が主導して地域全体で介護従事者等を守る仕組みづくりが急務である

と考える。 

加東市においても、市民の在宅生活を支える訪問介護・看護従事者が、安心して働

ける環境を整備することが重要だと考える。 

そこで以下の４点についてお聞きする。 

◆質問１：市内における利用者等による暴言・暴力、セクシャルハラスメント、過度

な理不尽な要求（カスハラ）など訪問介護、訪問看護事業所からの実態を

把握しているかお聞きする。 

◆質問２：事業者の複数人訪問には補助制度があるが、その要件の厳しさや慢性的な

人手不足から、実際には単独訪問を余儀なくされるケースがあると聞く。 

加東市でも、「加東市訪問看護師等離職防止対策事業（２人訪問補

助）」を実施しているが、訪問介護・看護従事者が、安心して働ける環境

を整備する必要性から市独自施策として複数人訪問に対し、要件の緩和や

助成費用の増額等でハードルを下げる必要があると考えるが見解をお聞き
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する。 

◆質問３：訪問した従事者が密室での孤立を防ぐため、緊急通報機能付きの防犯ブザ

ー等の防犯・安全対策機器を携行することが有効とされているが、安全確

保のための機器等を導入する事業所に対し、市として費用補助等の支援の

考えはないかお聞きする。 

◆質問４：従事者が訪問先で身の危険を感じたり、理不尽な要求をされた場合に事業

者が速やかに警察や行政等の関係機関と連携できる仕組みが不可欠と思う

が、市が主体となっての連携フローの構築の必要性について市としての見

解と今後の取り組みについてお聞きする。 

 

【一般社団法人 日本介護支援専門員協会のアンケート】 

https://www.jcma.or.jp/?p=795787 

https://www.jcma.or.jp/wp-content/uploads/250401thinktank-hokokusyo.pdf 

 

【令和８年 6 月 3日 厚生労働省通知 Vol.1508】 

「介護支援専門員等の在宅介護従事者の安全確保の徹底について」 

https://www.mhlw.go.jp/content/001707964.pdf 

 

 

 

【第２項目】身寄りのない高齢者支援を強化する社会福祉法改正への対応について 

近年、全国的に子どもや親族と疎遠、あるいは親族自体がいない「身寄りのない高

齢者」が増加している。 

加東市においても高齢化が進む現在において、同様の傾向にあると考えられ、こう

した高齢者の方々が直面する課題は多様化・深刻化していると思われる。 

こうした中、本年（令和 8 年）6 月に社会福祉法等が改正された。 

今回の改正では、日常生活での定期的な見守りや金銭管理、身元保証が必要な入

院・入所手続き、費用の支払いまた、死後の葬儀・納骨や家財処分等の死後事務支援

を一体的に提供する制度が創設された。 
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本改正は「家族に頼る福祉」から「社会全体で支える福祉」への転換を意味する重

要な制度改革であり、自治体の役割は一層重要になると考えられる。 

そこで以下の７点についてお聞きする。 

◆質問１：加東市における身寄りのない高齢者の人数等の実態は把握しているか。 

◆質問２：これまでに市内において身寄りのない高齢者の病院・介護施設への入院・

入所時や死亡後の諸手続きで問題が生じた事例はあるか。またどのような

対応をしていたか。 

◆質問３：市は今回の改正をどのように評価し、どのような課題認識を持っている

か、評価と認識をお聞きする。 

◆質問４：今回の改正は加東市の高齢者福祉施策にどのような影響が考えられるか。 

◆質問５：国は地域を問わずサービスを提供できるよう、各都道府県の社会福祉協議

会に取り組みを義務付ける。 

実際の具体的な業務は、各市区町村の社協が担うことになると考えるが、

市として支援体制について市社会福祉協議会との役割分担や民間事業者と

の連携も含めた支援体制整備をどのように進めるのかお聞きする。 

◆質問６：身寄りのない高齢者に対する支援の仕組みづくり、特に死後の葬儀・納骨

や家財処分等の死後事務支援には、円滑な対応に向けガイドラインやルー

ルの整備が必要と考えるが見解をお聞きする。 

◆質問７：今回の改正では人材確保の取組強化が示されているが、全国的に福祉人材

不足が課題となる中、福祉人材確保についてはどのように取り組むのかお

聞きする。 

 

【社会福祉法等の一部改正の概要】 

https://www.mhlw.go.jp/content/001685800.pdf 

以上 
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議長の許可 

 

 

（事務局記入欄） 

            午前 

   年  月  日  午後   時  分 受付 

Ｎｏ．   

 

令和 ８ 年 ８ 月 ２５ 日 

加東市議会議長 別 府 み ど り  様 

                   

加東市議会議員  小紫 泰良 

 

一 般 質 問 通 告 書 

 

次のとおり通告します。 

番号 質 問 事 項   （35 字以内） 

１ 気象警報等の制度改正に伴う加東市の災害対応について 

２ 加東市の生成ＡＩの活用について 

３  

４  

５  
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【質 問 要 旨】（具体的・明確に記載してください。） 

１. 気象警報等の制度改正に伴う加東市の災害対応について 

 近年、地球温暖化の影響などにより、線状降水帯による豪雨、台風、短時間豪

雨などの極端な気象現象が頻発・激甚化しています。記憶に新しい千葉県での大規

模な水害をはじめ、全国各地でこれまでにない自然災害が毎年のように発生し、甚

大な被害をもたらしています。 

このような状況を受け、国は住民が災害の危険性をより正確に理解し、適切なタ

イミングで避難行動をとることができるよう、防災気象情報の見直しを進めてきま

した。その一環として、気象庁は気象警報や注意報等の名称や位置付けを整理し、

警戒レベルとの対応関係を明確にする制度改正を実施しました。これにより、住民

が危険度を直感的に理解し、避難の判断がしやすくなることが期待されています。 

こうした制度改正は、情報を発表する国や県だけでなく、市民へ迅速かつ的確に

伝え、避難行動につなげる役割を担う自治体にとっても重要な課題であります。加

東市においても新たな制度を踏まえた周知、避難情報の発令体制、防災教育等の充

実が求められます。ここで加東市における気象警報等の制度改正への対応について

質問をいたします。 

⑴ 市は今回の変更をどのように評価し、市民の避難行動にどのような影響がある

と認識していますか。 

⑵ 新たな「レベル４危険警報」の導入を受け、高齢者等避難及び避難指示の発令

基準・判断時期・対象区域について見直しを行いましたか。 

⑶ 洪水警報が廃止され、加東市では加古川以外の河川に関する危険性が主に「大

雨警報」として示されることになります。市民が河川氾濫等の危険性を誤認し

ないため、どのような周知を行っていますか。 

⑷ 今回の制度改正を踏まえ、消防、警察、自主防災組織、学校、福祉施設等との

情報共有や災害時の運用体制についてどのような見直しを行ったのか。併せ

て、市の防災計画及び避難情報の判断・伝達マニュアルをどのように改定した

のか。また未改定のものがあれば、その理由と今後の改定時期は。 

⑸ 市民、とりわけ高齢者、障害者、外国人等の要配慮者に対し、新たな警報体制

と取るべき避難行動をどのように周知していきますか。 
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２. 加東市の生成ＡＩの活用について 

 近年、生成ＡＩは、文章の作成や要約、会議録の整理、資料作成、翻訳、さらに

は問い合わせ対応など、幅広い分野で急速に活用が進んでいます。民間企業だけで

なく、国や地方自治体においても、限られた人員で行政サービスの維持・向上を図

る有効な手段として、導入が進められています。 

 加東市においても、少子高齢化が進む中、多様化・複雑化する行政課題に対応し

ながら、市民サービスの質を維持・向上させることが求められています。 

 生成ＡＩを適切に活用することで、定型的な事務作業の効率化や職員が企画立案

や市民相談など本来注力すべき業務により多くの時間を充てることが期待されま

す。また、防災情報や行政情報の発信、多言語対応など市民サービスの向上にも大

きな可能性を秘めています。 

 一方で、生成ＡＩが作成した内容には誤りが含まれる可能性があり、最終的な確

認や判断は職員が責任を持って行う必要があります。また、個人情報や機密情報の

適切な管理、著作権への配慮、情報セキュリティの確保など導入、活用にあたって

は慎重な検討が欠かせません。 

 利便性だけを追求するのではなく、市民の信頼を確保しながら、安全で効果的に

生成ＡＩを活用していくことが重要であると考えます。 

 そこで、加東市における生成ＡＩの活用について、以下の点を伺います。 

 

⑴ 市は生成ＡＩの活用について、行政運営や市民サービスの向上にどのような可

能性があると認識していますか。また、導入にあたっての課題をどのように捉え

ていますか。 

⑵ 現在、職員の業務において生成ＡＩを活用している事例はありますか。また、

今後導入や活用を検討している業務にはどのようなものがありますか。 

⑶ 生成ＡＩを安全かつ適切に活用するため、個人情報や機密情報の管理、著作権

への対応、生成内容の確認方法などについて、どのようなルールやガイドライン

を整備していく考えですか。 

⑷ 職員が生成ＡＩを適切に活用できるよう、研修や実証実験、利用マニュアルの

整備など人材育成についてどのように取り組んでいく考えですか。 
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⑸ 生成ＡＩを活用し、窓口案内、文章作成、防災情報の発信、多言語対応など、

市民サービスの向上につなげる考えはありますか。また、将来的な活用の方向

性について市長の所見を伺います。 

 

 生成ＡＩは、職員を置き換えるものではなく、職員の能力を補完し、市民サービ

スをより充実させるためのツールであると考えます。加東市が今後、生成ＡＩをど

のような理念のもとで行政運営に取り入れていこうとしているのか、市長のお考え

をお聞かせください。 
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議長の許可 

 

 

（事務局記入欄） 

            午前 

   年  月  日  午後   時  分 受付 

Ｎｏ．   

 

令和８年８月２６日 

加東市議会議長 別 府 み ど り  様 

                   

加東市議会議員  藤尾 潔 

 

一 般 質 問 通 告 書 

 

次のとおり通告します。 

番号 質 問 事 項   （35 字以内） 

１ 市民病院の経営改善について 

２ ３－５歳児の給食費助成について 

３ 自転車活用推進計画について 

４ 
加東市民の読書活動の推進に関する条例制定後の取り組みにつ

いて 

５  

 

  

9



1 

 

【質 問 要 旨】（具体的・明確に記載してください。） 

 １．市民病院の経営改善について 

①病棟機能について 

 ・加東市民病院では、７月より病棟機能の転換を行い急性期３８床、地域包括ケ

ア病棟９９床に変更した。転換したばかりであるが、稼働率の向上等の効果は見ら

れたか。 

 ・令和７年度の基本計画評価委員会では、「病床稼働率は、閉めている病棟を分

母から除いて稼働率を高くする病院もあるが、計画のポイントとしては稼働率より

実際何人入院しているかが大事である」という事務局からの発言もあるが、分母が

稼働病床数である以上、他との比較がしづらいだけで同じことを言っているのでは

ないか。実際何人入院しているかが大事であると考えているのであれば、急性期、

地域包括ケア病棟に対してそれぞれ何人の入院があれば採算が取れるか考えている

か。また、一人の影響（金額）が年間どの程度になるか試算できているか。 

 さらに、地域包括ケア病棟の看護師の配置基準は１３対１でも良いところ、加東

市民病院では１０対１の配置で加算を取っていると聞く。この加算は経営上プラス

に働いているのか。（患者数が一定いなければ、看護師の人件費に見合う収益とな

らないのではないか。） 

・地域包括ケア病棟は北播磨でも不足していると試算されているが、不足している

病棟で稼働率が上がらない原因をどう考えているか。その対策は。 

・病棟機能を転換したが、救急医療に対する確保空床数は維持するのか。 

②ケアホームかとうについて 

 兵庫県の介護サービス情報提供システムによると、ケアホームかとうでは定員５

０名のところ、要介護１ ７人 要介護２ ７人 要介護３ １１人 要介護４ 

１０人 要介護５ ３人 とのことである。老健施設が在宅復帰を目指す施設であ

ることを考えると、重度の方が多いように思えるが、見解は。 

 また、定員５０人のところ３８人の入所だが、通常このような状況なのか。 

 平均入所日数が１６７．２日であるが、県平均では３５９．５日である。要因に

ついて分析できているか。３カ月ごとに在宅復帰の評価をすることはわかるが、在

宅復帰を急がせているのではないか。 
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 ①、②の議論を踏まえ、市民病院の一部病棟を長期療養が必要な高齢者に医療と

生活支援を一体的に提供する介護医療院に転換する考えはないか。２０２６年度か

ら、一般病棟からの転換にも国の補助が出るようになったと聞く。 

 

③人間ドックについて 

 ・予約サイトを見ると、半日ドックは１月まで×になっており、メールで予約を

承ると書いてある。何度か議会でも質問があったところであるが、１月まで予約枠

は満杯なのか。また、「メールで問い合わせる」となっているが、メールで予約し

た場合、当該サイトのポイントはつくのか。 

 ・基本である脳ドックと、DWIBS については基本である半日ドックより上に表示

され、こちらは予約が可能な状態である。結局のところ、サイトではこの２つの募

集をしたいだけなのか。また、予約サイトからこれら２つの受診に結びついたケー

スはあるか。 

・今年度から協会けんぽの胃部健診を含まない人間ドックを開始したとのことだ

が、その情報はホームページに記載されているか。また、協会けんぽの健康診断の

情報は正確か。 

・協会けんぽの胃部健診を含む人間ドックが令和８年度から拡充されたが、加東市

民病院は協会けんぽのホームページでは対象施設になっていない。今後対応する考

えはあるか。 

 

④神経内科について 

 加東市民病院では以前神経内科の常勤医がおられ、北播磨地域の認知症疾患医療

センターとなっていたこともある。現在でも非常勤の先生により診療が継続されて

いることはありがたいことですが、認知症への対応含め常勤医の確保の見通しは。 

 加東市民病院の MRI 検査では認知症の早期診断の一助となる VSRAD の検査が可能

であると仄聞したことがあるが、脳ドックのオプションとして提供する考えはない

か。 

 また、早期診断と併せて、認知症の新薬レカネマブを活用した取り組みを行う考

えはないか。 
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２．３－５歳児の給食費助成について 

 今年度から国の制度で小学校の給食費無償化が開始され、加東市では中学校に対

しても無償化が行われている。０－２歳児の食費は保育料に含まれていることか

ら、現在３－５歳児だけ給食費を支払う構図になっていると思う。 

 また、近隣市では西脇市、加西市、三木市が保育園・子ども園の給食費に対し助

成制度を設けられていると思う、 

 加東市では、給食費へ充当することも含め均しく子育てを応援する観点から、子

育てスマイル交付金を給付しているが、給食費無償化の状況、近隣市の状況、幼児

教育無償化による３歳以上の通園率の向上など、環境の変化もあるかと思う。 

 子育てスマイル交付金を再編し、３歳以上に関しては給食費助成制度に転換する

考えはないか。 

 

３．自転車活用推進計画について 

①５５ページに定める PDCA サイクルはどのように展開しているか。 

②２ページによると、中間年度である２０２５年度には施策の目標達成状況を確認

し、必要に応じて計画の見直しを行っているはずであるが、どのように実施した

か。 

 

４．加東市民の読書活動の推進に関する条例制定後の取り組みについて 

 加東市議会では議員提案により読書活動の推進に関する条例を制定したところで

す。３月１９日の定例教育委員会の会議録も拝見しましたが、事務局より全会一致

でなかったこと、また「推察になるが発議者による何か強い思いがあるのではない

かと考える」という答弁もあり、条例制定に対し困惑されているようにも見受けら

れます。 

（少なくとも国語的には「何か強い思いが…」というのはよくわからない、という

受け止めになろうかと思います。） 

①条例制定に対して、市としてどのように受け止めているか。 

②条例制定にあたって、総務文教常任委員会では条文案を示し、教育委員会のご意

見を聞く機会を設け、いただいたご意見に関しては対応するよう配慮したと思うが
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どのように受け止めているか。 

③議案審議の過程でも「人生をより深く豊かにする…」というような表現に対し疑

問もあり、事務局もそのような意見を紹介しているが、市教委として「子どもの読

書活動の推進に関する法律」は把握しているか。 

④当該法にも自治体の努力義務とされ、兵庫県でも市町での策定を進める「子ども

の読書活動推進計画」策定の考えは。 

⑤国の図書館・学校図書館の運営の充実に関する有識者会議による「図書館が拓く

未来の学びと地域社会」報告書、特に具体的方策に関する受け止めは。 
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議長の許可 

 

 

（事務局記入欄） 

            午前 

   年  月  日  午後   時  分 受付 

Ｎｏ．   

 

令和８年 ８月２６日 

加東市議会議長 別 府 み ど り  様 

                   

加東市議会議員  橋本 匡史 

 

一 般 質 問 通 告 書 

 

次のとおり通告します。 

番号 質 問 事 項   （35 字以内） 

１ 部活動の地域展開に向けた課題と今後の対応について 

２ ふるさと納税の受入拡大と戦略的活用について 

３  

４  

５  

 

  

15



1 

 

【質 問 要 旨】（具体的・明確に記載してください。） 

「部活動の地域展開に向けた課題と今後の対応について」 

 

加東市においても、学校部活動を地域クラブ活動へ移行する「部活動の地域展開」

が進められており、令和 10 年度の総合体育大会終了後には、学校部活動を廃止

し、地域クラブ活動へ完全移行する方針が示されています。 

 

部活動はこれまで、単にスポーツや文化活動を行う場にとどまらず、仲間づくりや

社会性を身につける場であり、子どもたちにとって学校生活における大切な「居場

所」としても重要な役割を果たしてきました。 

 

そのため、地域展開を進めるに当たっては、単に学校から地域へ移行するだけでは

なく、これまで学校が担ってきた役割を、地域全体でどのように支えていくのかと

いう視点が不可欠であると考えます。 

 

特に本市は、社・滝野・東条の 3地域から成り、市域も広いことから、活動場所や

移動手段など、地域性を踏まえた課題があります。 

 

また、地域展開によって、家庭の経済状況や保護者の送迎の可否によって子どもた

ちの活動機会に格差が生じることがあってはなりません。 

 

そこで、部活動の地域展開を進める上での課題と今後の対応について、以下 7点、

市の見解を伺います。 

 

1．全ての子どもたちの活動機会の確保について 

 

地域クラブ活動は、これまでの学校部活動とは異なり、参加費や交通費など、一定

の家庭負担が生じることが想定されます。 

また、活動場所によっては保護者による送迎が必要となり、家庭環境によっては参
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加したくても参加できない子どもが出てくることも懸念されます。 

さらに、競技力の向上を目指す子どもだけでなく、「楽しみながら活動したい」

「気軽にスポーツや文化活動に親しみたい」という子どもたちの受け皿も必要で

す。 

そこで、経済的な理由や交通事情、家庭環境によって活動に参加できない子どもを

生じさせないため、市としてどのような具体的な対策を考えているのか。 

また、令和 10 年度以降、全ての生徒に対し、多様な活動機会を確保できると考え

ているのか、市の見解を伺います。 

 

2．保護者の経済的負担と支援について 

 

地域展開後は、会費、指導料、保険料、用具代、交通費など、保護者の経済的負担

が増加することが懸念されます。 

家庭の経済状況によって、参加できる子どもと参加できない子どもが生まれること

は、絶対に避けなければなりません。 

市は、地域展開後に想定される保護者の年間負担額について、どの程度把握してい

るのか伺います。 

また、私は昨年 12 月の第 128 回定例会において、「部活動の地域展開における持

続可能な運営体制の構築について」質問しました。 

その中で、公費だけに依存しない持続可能な運営体制を構築するため、本市におけ

る新たな財源確保策や、神戸市における企業協賛の仕組み、三田市におけるふるさ

と納税を活用した支援制度などについて質問しました。 

その後、市としてどのような財源確保策や支援制度を検討、または実施しているの

か伺います。 

 

3．活動場所と地域間格差について 

 

種目によっては活動場所が特定の地域に集中し、例えば東条地域の子どもが社地域

まで移動しなければならないなど、市内 3 地域間で活動機会や参加条件に格差が生
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じることが懸念されます。 

市は、地域クラブ活動に必要な活動場所を現在十分に確保できていると考えている

のか。 

また、社・滝野・東条の各地域によって活動機会や参加条件に格差が生じないよ

う、今後どのような対策を講じていくのか伺います。 

 

4．送迎・交通手段の確保について 

 

市域の広い本市において、子どもたちの移動手段の確保は、地域展開を進める上で

重要な課題の一つであると考えます。 

保護者による送迎が前提となれば、保護者の負担が増加するだけでなく、家庭環境

による参加機会の格差にもつながります。 

そこで、市は地域クラブ活動への移動手段について、現在どのような課題認識を持

っているのか。 

また、スクールバスや公共交通、デマンド交通などの地域交通を活用した送迎支援

について、検討を進めているのか伺います。 

 

5．地域クラブに参加しない、または参加できない子どもたちの居場所について 

 

学校部活動は、スポーツや文化活動を行う場であるだけでなく、子どもたちにとっ

て放課後の大切な居場所でもありました。 

しかし、部活動廃止後、全員が地域クラブに参加するとは限りません。参加しな

い・できない生徒が放課後の居場所を失い、孤立や問題行動、非行につながるリス

クを十分に予見しておく必要があります。 

そのため、地域クラブ活動に参加しない、または参加できない子どもたちの放課後

の居場所についても、地域展開と併せて考えていく必要があると考えます。 

そこで、市はこうした子どもたちの居場所について、どのように考えているのか、

今後どのように取り組んでいくのか伺います。 
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6．学校施設の使用と活用について 

 

地域展開後も、学校の体育館やグラウンドなどは、地域クラブ活動にとって重要な

活動拠点になると考えます。 

一方で、学校施設を地域クラブが使用する場合には、使用時間や利用団体の優先順

位、使用料、鍵の管理、事故や施設・備品の破損が発生した場合の責任など、様々

な課題が生じます。 

そこで、市は学校部活動廃止後の学校施設を、地域クラブ活動の拠点としてどのよ

うに位置付けているのか伺います。 

また、施設の利用ルールや管理責任について、現在どのような検討を進めているの

か。 

さらに、学校施設を地域クラブ活動だけでなく、子どもたちの放課後の居場所や地

域活動の場として、有効に活用していく考えがあるのか伺います。 

 

7．令和 10 年度の完全移行に向けた検証について 

 

令和 10 年度の総合体育大会終了後に学校部活動を廃止し、地域クラブ活動へ完全

移行する方針が示されています。 

しかし、最も重要なことは、予定どおりに移行することではなく、その時点で子ど

もたちの活動環境が十分に整っているかどうかであると考えます。 

指導者の確保、活動場所、移動手段、保護者負担、そして地域クラブに参加しない

子どもたちの居場所など、様々な課題を残したまま学校部活動を一斉に廃止すれ

ば、子どもたちが活動の場や居場所を失うことにもなりかねません。 

 

そこで、市は令和 10 年度の完全移行に向けて、どのような基準や指標を設け、現

在の取組や課題を検証していくのか伺います。 

 

また、十分な受け皿や環境が整っていない場合には、移行時期や方法について柔軟

に見直す考えがあるのか、市の見解を伺います。 
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部活動の地域展開は、少子化が進む中にあっても、子どもたちが将来にわたりスポ

ーツや文化活動に親しむ機会を確保するために必要な取組であると考えます。 

 

しかし、その地域展開によって、新たな格差や過度な家庭負担、あるいは放課後の

居場所を失う子どもが生まれることがあっては、本来の目的に反することになりま

す。 

 

大切なのは、令和 10 年度の完全移行という期限ありきで進めるのではなく、先行

実施の状況や子どもたち、保護者、地域クラブの声を十分に検証し、明らかになっ

た課題を一つ一つ改善しながら進めることです。 

 

本市の部活動の地域展開を、単なる「学校部活動の廃止」とするのではなく、子ど

もたちの新たな成長と交流の場を地域全体でつくり上げる取組として位置付けるべ

きです。 

 

そして、地域や家庭環境によって参加機会に差が生じることなく、地域クラブに参

加する子どもも、参加しない、あるいは参加できない子どもも含め、全ての子ども

たちが安心して放課後を過ごすことができる持続可能な仕組みを構築することを強

く求め、私の一項目の質問を終わります。 
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「ふるさと納税の受入拡大と戦略的活用について」 

 

本市の貴重な自主財源の確保、また地域の魅力発信やシティプロモーションにおい

て重要な役割を果たす「ふるさと納税」について質問します。 

令和 6 年度の北播磨 5 市 1 町におけるふるさと納税の状況を見ると、本市の通常版

ふるさと納税の受入額は約 6 億 4,965 万円、件数は 1 万 5,829 件で、受入額は 4 位

となっています。 

一方、加西市は約 54 億 4,899 万円と突出しており、西脇市、三木市も本市を大き

く上回っています。 

また、企業版ふるさと納税についても、本市は 600 万円で 4 位となっています。三

木市では「青山 7丁目団地再生事業」への大型寄附などにより 10 億円を超える実

績を上げ、西脇市も過去最高額を更新するなど、近隣自治体では積極的な取り組み

が進められています。 

 

本市には、日本一の酒米「山田錦」の生産地という大きなブランドをはじめ、豊か

な農産物、ゴルフ場などの観光資源、さらには魅力的な地場産業があります。 

そうした本市の潜在力を考えれば、現在の実績に満足することなく、さらなる受入

額の拡大に向けた戦略が必要ではないかと考えます。 

そこで、3 点について質問します。 

 

１.現状の分析と課題について 

 

まず、近隣自治体と比較して、本市のふるさと納税の受入額が 4 位にとどまってい

る現状を、どのように分析されているのか伺います。 

返礼品の魅力や品ぞろえ、情報発信、ポータルサイトの活用、企業へのアプローチ

など、さまざまな要因が考えられますが、当局として最も大きな課題をどこにある

と認識されているのか 6 月の総務文教委員会での説明、答弁はありましたが改めて

お伺いします。 
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２.ふるさと納税の拡大について 

 

次に、ふるさと納税の受入拡大について伺います。加西市や西脇市など、寄附額を

大きく伸ばしてきた自治体の取り組みをどのように研究し、本市の施策に活かして

いくのか。 

本市の強みである「山田錦」をはじめとした農産物や特産品、またゴルフ場や観光

資源を活用した体験型返礼品など、加東市ならではの返礼品開発をさらに進めるべ

きではないでしょうか。 

また、市内事業者との連携を強化し、新たな返礼品や事業者を発掘するとともに、

ポータルサイトや SNS などを活用した効果的な情報発信も必要であると考えます。 

今後、寄附額をどこまで伸ばしていくのかという目標設定も含め、具体的にどのよ

うな戦略で受入額の拡大を図っていかれるのか伺います。 

 

３.企業版ふるさと納税の獲得戦略について 

 

最後に、企業版ふるさと納税について伺います。 

企業から寄附を獲得するためには、単に制度を紹介するだけではなく、企業が「こ

の事業を応援したい」と思える魅力的なプロジェクトを示すことが重要です。 

本市においても、子育て、教育、地域活性化、観光、防災など、企業の共感を得ら

れるテーマは数多くあると考えます。 

そこで、市長をはじめとした積極的なトップセールスや、本市と関係のある企業へ

の個別アプローチ、さらには企業と自治体をつなぐマッチング事業者の活用など、

より戦略的な取り組みが必要ではないでしょうか。 

企業版ふるさと納税を今後どのような財源として位置づけ、どのようなプロジェク

トを掲げ、どのように企業への働きかけを進めていかれるのか、具体的な戦略を伺

います。 

 

ふるさと納税は、単なる寄附金収入ではありません。 
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本市の魅力を全国に発信し、市内事業者の販路拡大や地域経済の活性化につなげる

とともに、貴重な自主財源を確保するための重要な施策です。 

現在の北播磨地域 4 位という状況を分析し、他市の成功事例も参考にしながら、本

市ならではの強みを活かした戦略を構築する必要があります。 

ぜひとも、明確な目標と具体的な戦略を持って、通常版、企業版ともに、ふるさと

納税の受入拡大に積極的に取り組んでいただくことを期待し、私の質問といたしま

す。 
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議長の許可 

 

 

（事務局記入欄） 

            午前 

   年  月  日  午後   時  分 受付 

Ｎｏ．   

 

令和８年８月２７日 

加東市議会議長 別 府 み ど り  様 

                   

加東市議会議員  廣畑 貞一  

 

一 般 質 問 通 告 書 

 

次のとおり通告します。 

番号 質 問 事 項   （35 字以内） 

１  県内 No１を目指す「加東だからこその教育」の取組について 

２   

３  

４  

５  
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【質 問 要 旨】（具体的・明確に記載してください。） 

 市長は今年の４月 26 日執行の市長選挙で 2期目の当選をされ、5月 11 日の臨時

議会において次のように所信表明をされた。 

 「『もっと住みやすく、楽しい街にしていく』。そのために、『市民一人ひとり

が夢を持てる加東市』をめざす。夢があれば、明日への希望が生まれる。そんな

『夢と希望があふれる街』にする。その想いを胸に、『夢ある加東』の実現に向

け、全力で取組んでまいる。」と力強く所信を表明された。 

 その所信表明の一番目に取り上げられてるものが「子どもたちの夢」と掲げら

れ、「教育はまちづくりの『1丁目一番地』であり、その根幹は『人づくり』であ

る。子どもたち一人ひとりが、自らの可能性を信じ、夢を大きく膨らませられる環

境こそ、何より大切と考えている。そして、私は、加東市を、『人材輩出の街にし

たい』」と明言されている。私は、この所信に強く同感する。 

 さらに、令和 7年度予算は、「子育てするなら加東市で」と思っていただけるま

ちづくりを進めるため、「県内 NO１！の子育て・教育環境づくりで親子の夢を叶

える」施策に予算を重点配分したと明記され、「加東だからこその教育」を実践す

る小中一貫校の整備に引き続き取り組む。と予算編成の基本的な考えと重点戦略と

して 7 年度は政策推進として取り組まれてきた。 

 そこで次の 1 項目の質問において５点について伺う。 

1 項目 県内 No１！を目指す「加東だからこその教育」の取組みについて。 

1 点目 校舎建設のように形ある物理的な要素をハードと言い、形のない無形要 

素をソフトという。人材育成に大事な環境は両面のバランスが重要である。

ハード面は市民の方々に見える。その点、ソフト面は見えにくいことから教

育指導課題の発現が遅れる。そこで本市のソフト面の教員の授業力・指導

力・教職員のチーム力の向上とワークライフバランスへの理解・業務効率化

に向けての意識改革等の研修と実践を通して資質向上を目指され、成果と課

題を把握されていると考えられる。そこで、「県内 NO1！を目指す」ために

加東市のソフト面では何が課題であるのか。その課題を解決するための戦略

と日々実践されているものは何か。    

2 点目 個性を伸ばす学びの一環として、現在実施している学習検定と、それ以
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外の検定・加東市独自のノーベル大賞への取り組みを児童生徒に紹介し、

自ら検定科目や学び方を選択させ、決定させる力を指導しているか。 

3 点目 自宅から高等学校までが遠距離かつ公共交通の空白地域である中で進路

選択をしている生徒がいる。これらの課題解決の一つとして、地域指定枠

入学制度・遠距離通学費用補助のあり方について市教育委員会は県教育委

員会及び加東市と協議してきたか。 

4 点目 文部科学省は教育課程を柔軟に編成することを推奨している。柔軟に編

成することで、先生方の業務減量化を推進している。このことを受け、教

育委員会は各学校現場に教育課程編成の見直しをすることで、業務の精選

を図り、業務の減量化が出来ることについて指導・助言しているのか。 

5 点目 市内の各先生方には「県内 NO1！の教育を目指す」という市長の思いが

伝わっているのか。 
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議長の許可 

 

 

（事務局記入欄） 

            午前 

   年  月  日  午後   時  分 受付 

Ｎｏ．   

 

令和 ８年 ８月２７日 

加東市議会議長 別 府 み ど り  様 

                   

加東市議会議員  田中幸典 

 

一 般 質 問 通 告 書 

 

次のとおり通告します。 

番号 質 問 事 項   （35 字以内） 

１ 播磨看護専門学校創立５０周年における今後の展望について 

２ 認知症患者の在宅介護の問題点と入院について 

３  

４  

５  
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【質 問 要 旨】（具体的・明確に記載してください。） 

（１）播磨看護専門学校創立５０周年における今後の展望について 

 本年、播磨看護専門学校が創立５０周年を迎えます。経営に関与している自治体

の一つとして、これまで卒業生が加東市民病院とケアホームかとうなどに就職して

きたことをふまえて、加東市民病院への就職希望者が多いことを含めて、改めて伺

います。 

 

 質問 1 施設の老朽化が進む播磨看護専門学校に対して加東市は今後どのように

関わっていくお考えでしょうか。 

  

 

（２）認知症患者の在宅介護の問題点と入院について 

 現在、市内には認知症の人が多数おられると考えています。治療中の患者、まだ

初期で治療を受けていない人もいるでしょう。個人的には、今後、増える可能性が

高いと考えています。 

 第９期介護保険事業計画の基本目標の一つは「高齢者を地域で支える仕組みづく

り」だったかと思います。 

 

 質問１ 現在、地域密着型サービスにおける認知症対応型通所介護ができる施設

は令和７年度以後市内にいくつありますか。居宅介護サービスにおける訪問入浴は

市内では可能でしょうか。認知症対応型共同生活介護が可能な施設は市内にいくつ

ありますか。 

 今後、市内に利用対象者が増えた場合は、どのように対応されるのでしょうか。 

  

 質問２ 認知症高齢者に対する支援、認知症高齢者の社会参加の機会の確保、認

知症高齢者にとっての暮らしやすさの向上と同時に、家族介護が継続できるための

施策の推進が求められています。  

 これらの実現に向けて、市民、介護施設、加東市、すべてが努力をされていま

す。一方で、認知症の症状によっては家族や地域で支えるのが難しい事例もあるで
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しょう。認知症患者を支えるために若い家族が離職したり疲弊したりすれば、患者

や家族だけでなく加東市にとっても大きな問題です。 

 認知症患者の自宅での介護や施設利用と同時に、条件付きではありますが軽度の

認知症であっても受け入れてくれる病院があるのも事実です。国の制度や加東市の

方針があるので、入院が最優先とは言いません。しかしながら、認知症患者の選択

肢の一つとして入院も提案できると考えます。 

 私自身、認知症患者の受け入れ可能な病院をいくつか視察したり聞き取りをした

りしました。認知症による入院には、メリット、デメリットがあります。ここでメ

リットの一例を挙げます。 

 施設入所中に入院になった場合、施設を確保しながら入院生活を続ける例がほと

んどです。その理由は、施設を退所するとその都度引っ越しが大変である、次の施

設を見つけるのが難しい、次の施設が見つかっても入所時にまとまった頭金がいる

などが考えられます。 

 結果として、施設と病院の両方に料金を支払うことになり、経済的な負担が大き

いです。入院している場合は他院へ転院になっても重複して支払いが生じることは

なく、料金の負担は少ないです。 

 

 国の政策に逆行していることを認めた上で、入院には医師による診断が必要なこ

とを承知の上で、認知症に対する支援策の一つとして、入院も選択肢の一つである

ことを今以上に提案する機会を増やしてはどうでしょうか。 
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